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ひたちなか市における「地域子ども・子育て支援事業」に係る計画（案） 

 

事 業 名 ①利用者支援事業 実施状況 新規 

事業概要 

子ども及び保護者が，確実に子ども・子育て支援給付を受け，地域子ども・

子育て支援事業その他の子ども・子育て支援を円滑に利用できるよう，子ど

も及び保護者の身近な場所において，相談に応じ必要な情報提供及び助言を

行うとともに，関係機関との連絡調整等を総合的に行う事業 

対象年齢 0歳～小学校就学児童 

実施状況 

※新規事業のため実施案 

 平成 27年度より，利用者支援事業に従事する「子育てコーディネーター」

を子育てセンター（つだ保育所内）に 1名配置する。 

 子育てコーディネーターについては，関係機関との調整機能を有するだけ

でなく，ペアレントトレーニングの実施など，積極的に子育て支援に従事す

ることができるよう，育児・保育に関する相談等について相当の知識・経験

を有する者を配置する。 

提供区域 ひたちなか市全域（当面の間） 

量の見込み 
【国の手引きを用いないで算出（ニーズ調査対象外）】 

モデル事業として取り組み，その内容を踏まえて実施箇所数を検討する。 

（単位：実施箇所数） 

提供区域  H25年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 H31年度 

市全域 
量の見込み 新規事業 

実績なし 

1 1 1 1 1 

提供体制 1 1 1 1 1 

※ 平成 27年度，モデル事業として実施した上で，平成 28年度以降の量の見込み，提供体制

を検討していく。 

【参考】 

ニーズ調査による自由意見 

 ・気軽に相談できる場所（施設）があれば良い。 

 ・子育てに関わっている母親等の話を聞いてくれる人が身近にいるだけで，かなりのサポー

トになる。 

 ・子どもの発達や子育てに関する心配事・疑問などを気軽に無料で相談できる窓口が増えれ

ば良い。 

 ・子育てに関する様々な情報を，気軽にそして専門性をもって聞ける場所があり，的確にア

ドバイスやサポートをしてもらえると良い。  
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事 業 名 ②時間外保育事業（延長保育事業） 実施状況 ○ 

事業概要 

特定教育・保育施設又は特定地域型保育事業の延長保育に係る利用料につい

て，その全部又は一部を助成することにより必要な保育を確保する事業 

 

民間保育園において，11時間の開所時間を超えて保育を行う事業を実施 

対象年齢 0歳～5歳 

実施状況 

平成 25年度 

利用者数：1,138人 

 私立保育園：15か所 

（つくし学園，たんぽぽ保育園，堀川保育園，平磯保育園，湊保育園， 

柳沢保育園，野いちご保育園，海の子保育園，勝田保育園，はなのわ保

育園，なかや保育園，金上保育園，たかば保育園，勝田あすなろ保育園，

清心保育園）  

 ※市の補助事業（特別保育事業補助）対象のみ 

提供区域 ※要検討 

量の見込み 

【国の手引きにより算出】 

市町村子ども・子育て支援事業計画における「量の見込み」の算出等のため

の手引き，ニーズ調査結果を参照し算出 

１ 対象家庭類型：Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｅ   

２ 利用意向率を算出 

利用希望時間が「18時以降」と記入してある場合の割合を算出 

３ 量の見込みの算出 

 （１）家庭類型別児童数の算出 

    「推計児童数（人）」×「潜在家庭類型（割合）」＝「家族類型別児

童数（人）」 

 （２）量の見込み算出 

    「家族類型別児童数（人）」×「利用意向率（割合）」＝「量の見込

み（人）」 

（単位：延べ利用者数/年） 

提供区域  H25年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 H31年度 

要検討 
量の見込み 1,105 

（実績） 

1,809 1,761 1,701 1,651 1,595 

提供体制 1,809 1,809 1,809 1,809 1,809 

【参考】 

ニーズ調査による自由意見 

 ・仕事との両立で育児をしています。保育園の迎えの時間がギリギリになってしまうことも

ある。もう少し遅くまでやってほしい。 
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事 業 名 ③実費徴収に係る補足給付を行う事業 実施状況 新規 

事業概要 

世帯の所得状況等を勘案して市町村が定める基準に基づき，特定教育・保育

等を受けた場合に係る日用品や文房具その他教育・保育に必要な物品の購入

に要する費用又は特定教育・保育に係る行事への参加に要する費用の全部又

は一部を助成する事業 

対象年齢  

実施状況 ※新規事業 

提供区域 ひたちなか市全域 

量の見込み 
※新規事業のため，幼稚園，保育所等に通う世帯の所得状況等を踏まえて検

討する。 

 

（単位：    ） 

提供区域  H25年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 H31年度 

市全域 
量の見込み 新規事業 

実績なし 

― ― ― ― ― 

提供体制 ― ― ― ― ― 

 

国によるガイドラインが示されていないため，現時点では未設定 
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事 業 名 ④多様な主体の参入促進事業 実施状況 新規 

事業概要 

特定教育・保育施設への民間事業者の参入の促進の調査研究，多様な事業者

の能力を活用した特定教育・保育施設等への設置，運営を促進するための事

業 

対象年齢  

実施状況 ※新規事業 

提供区域 ひたちなか市全域 

量の見込み ※新規事業のため，特定教育・保育施設の状況を踏まえて検討する。 

 

（単位：    ） 

提供区域  H25年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 H31年度 

市全域 
量の見込み 新規事業 

実績なし 

― ― ― ― ― 

提供体制 ― ― ― ― ― 

 

国によるガイドラインが示されていないため，現時点では未設定 
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事 業 名 ⑤放課後児童クラブ（学童クラブ） 実施状況 ○ 

事業概要 

保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学している児童につい

て，放課後に適切な遊び及び生活の場を与え，健全育成を図ることを目的に

行う事業 

対象年齢 小学校就学児童 

実施状況 

平成 25年度 

登録者数：1,705人（公立 1,345人，私立 360人） 

放課後児童クラブ数：38クラブ 

 公立 19校 28クラブ 

私立  9団体 10クラブ（むげんクラブ， エレメンタリークラブ， 

はなのわ，勝田子どもセンター，あおいうみ，あずみの森， 

クラブくじら，なかや，フレンドスクール（Ａ，Ｂ）） 

※市の補助事業（放課後児童健全育成事業補助）対象のみ 

提供区域 20地区（小学校単位） 

量の見込み 各小学校の状況を踏まえて検討する。 

 

量の見込みは別紙のとおり 

 

【参考】 

ニーズ調査による自由意見 

 ・小学校高学年の受け入れ 

 ・定員増 

 ・時間の延長  
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事 業 名 ⑥子育て短期支援事業（ショートステイ事業） 実施状況 ○ 

事業概要 

保護者の疾病その他の理由により家庭において養育を受けることが一時的に

困難となった児童について，児童養護施設等に入所させ，必要な保護を行う

事業 

対象年齢 0歳～18歳 

実施状況 

平成 25年度 

 延べ利用人数：32人 

利用人数 3人×6日，利用人数 2人×7日 

平成 24年度 

 延べ利用人数：31人 

利用人数 3人×7日，利用人数 2人×5日 

提供区域 ひたちなか市全域 

量の見込み 

【国の手引きを用いないで算出（ニーズ調査対象外）】 

平成 24 年度から平成 25 年度の上昇率により，量の見込みを算出 

 平成 24 年度：31 

平成 25 年度：32（対前年比伸び率 1.03） 

平成 26 年度見込み：36（対前年比伸び率 1.12  H26.9.22 現在：26） 

  平均伸び率 1.08 ≒ 約 1 割増 

 

（単位：延べ利用人数/年） 

提供区域  H25年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 H31年度 

市全域 
量の見込み 32 

（実績） 

40 44 48 52 57 

提供体制 児童養護施設等との委託契約により体制を確保 

 

【参考】 

ニーズ調査による自由意見 

 ・保護者が病気になったときに，子どもを預かってもらえる場所があると良い。 
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事 業 名 
⑦乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事

業） 
実施状況 ○ 

事業概要 

すべての乳児のいる家庭を訪問し，「子育てに関する情報提供」「乳児及び保

護者の心身の状況及び養育環境の把握」「養育についての相談・助言・援助」

を行う事業 

対象年齢 0歳 

実施状況 
平成 25年度 

訪問件数 1,290人 

提供区域 ひたちなか市全域 

量の見込み 
【国の手引きを用いないで市で算出（ニーズ調査対象外）】 

出生数により量を見込む 

 

（単位：訪問件数/年） 

提供区域  H25年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 H31年度 

市全域 
量の見込み 1,290 

（実績） 

1,243 1,199 1,156 1,123 1,099 

提供体制 生後 4か月までの乳児がいる全家庭を対象に訪問体制確保 
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事 業 名 ⑧-1養育支援訪問事業 実施状況 × 

事業概要 

乳児家庭全戸訪問事業の実施等により把握した要支援児童や特定妊婦に対

し，要支援児童等の居宅において，養育に関する相談，指導，助言その他の

援助を行う事業 

対象年齢 0歳～18歳の児童及び保護者，妊婦 

実施状況 ※未実施。当該事業について内容を精査し，実施について検討 

提供区域 ひたちなか市全域 

量の見込み 【国の手引きを用いないで算出（ニーズ調査対象外）】 

 

（単位：訪問件数/年） 

提供区域  H25年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 H31年度 

市全域 
量の見込み 

未実施 
― ― ― ― ― 

提供体制 ― ― ― ― ― 
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事 業 名 
⑧-2 要支援児童・要保護児童等の支援に資する

事業 
実施状況 ○ 

事業概要 

要保護児童対策地域ネットワーク（要保護児童対策地域協議会）において，

要支援児童・要保護児童の適切な保護又は支援を図るため，関係機関，関係

団体による情報交換，情報共有，支援策の検討を行う事業 

  要支援児童：保護者の養育を支援することが特に必要と認められる児童

若しくは保護者に監護させることが不適当であると認めら

れる児童 

  要保護児童：保護者のない児童又は保護者に監護させることが不適当で

あると認められる児童 

対象年齢 0歳～18歳の児童及び保護者，妊婦 

実施状況 

平成 25年度 

要保護児童等に対する支援に資する事業 

要対協代表者会議・実務者会議各 1回実施 

ケース検討会 5回実施 

その他，情報交換や支援対策協議は随時実施 

提供区域 ひたちなか市全域 

量の見込み 

【国の手引きを用いないで算出（ニーズ調査対象外）】 

これまでの要保護児童対策地域ネットワーク会議の実績により量を見込む。 

近年，緊急対応が必要なケースが増加しているため，最小限の関係者のみの

支援対策協議を実施している。重点的に支援対策が必要なケースを絞り込み，

２月に一度の割合でケース検討会を実施する。 

 

（単位：ケース検討会実施数/年） 

提供区域  H25年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 H31年度 

市全域 
量の見込み 5 

（実績） 

6 6 6 6 6 

提供体制 要保護児童対策地域ネットワークにより体制を確保 
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事 業 名 ⑨-1地域子育て支援拠点事業（保育所併設型） 実施状況 ○ 

事業概要 
乳幼児及びその保護者が相互に交流を行う場所を保育園に併設し，子育ての

相談，情報提供，助言その他の援助を行う事業 

対象年齢 0歳～2歳，0歳～5歳 

実施状況 

平成 25年度 

利用者数：27,555人（公立 10,758人，私立 16,797人） 

 実施施設数：11か所 

公立 2か所（子育て支援センターひまわり，東石川つどいの広場） 

私立 9か所（あおぞら（なかや保育園），わんぱく広場（堀川保育園）， 

竹の子ルーム（たかば保育園），バンビ（柳沢保育園）， 

いるかクラブ（海の子保育園），おひさまルーム（たんぽぽ保育園）， 

けさらん ぱさらん（勝田あすなろ保育園）， 

すくすくルーム（清心保育園），はなのわ広場（はなのわ保育園）） 

※市の補助事業（特別保育事業補助）対象のみ 

提供区域 ひたちなか市全域 

量の見込み 

【国の手引きにより算出】 

１ 対象家庭類型：全ての家庭類型 

２ 利用意向（利用意向率×利用意向回数）を算出 

 （１）利用意向率：当該事業を利用している（利用したい）回答した者の

割合を算出 

 （２）利用意向回数：（１）の対象者の月当たり平均利用回数 

３ 量の見込みの算出 

 （１）家庭類型別児童数の算出 

    「推計児童数（人）」×「潜在家庭類型（割合）」＝「家族類型別児

童数（人）」 

 （２）量の見込み算出 

    「家族類型別児童数（人）」×「利用意向率（割合）」×「利用意向

日数・回数（日・回）」＝「量の見込み（人日・人回）」 

（単位：延べ利用人数/年） 

提供区域  H25年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 H31年度 

市全域 
量の見込み 27,555 

（実績） 

5,446 5,237 5,052 4,880 4,738 

提供体制 27,555 27,555 27,555 27,555 27,555 

【参考】 

ニーズ調査による自由意見 

 ・土日開館してほしい。        ・飲食可能な子育て支援施設があると良い。 

 ・水戸市の「わんぱーく・みと」，「はみんぐぱーく・みと」や東海村の「絆」のような一日

遊べる室内施設がほしい。  
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事 業 名 ⑨-2地域子育て支援拠点事業（センター型） 実施状況 新規 

事業概要 
乳幼児及びその保護者が相互に交流を行う場所を開設し，子育ての相談，情

報提供，助言その他の援助を行う事業 

対象年齢 0歳～ 

実施状況 未実施 

提供区域 ひたちなか市全域 

量の見込み 

【国の手引きを用いないで算出】 

 本市における子ども・子育ての現状を把握するに当たり，本市に本籍を置

く割合を調査した結果，市全体で 29％（那珂湊地区 12％，勝田地区 33％）

の方が本籍を置いていないことが判明した。このことは，本市には陸上自衛

隊駐屯地や日立製作所，小松製作所などの企業も多く，近隣に身内がいない

他市からの転入者が多いことを裏付ける結果となった。 

また，ニーズ調査の自由意見には，転入してきた子育て世帯は市内に親類

がいないため，気軽に遊べる敷居の低い施設の設置や併せて一時預かりをし

てほしいという意見が多く寄せられている。 

 これらの意見等を本市の子育て支援事業計画に反映させていくために，新

たな子育て支援拠点となる施設（センター型）の新設を見込む。 

（単位：実施箇所数） 

提供区域  H25年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 H31年度 

市全域 
量の見込み 

実績なし 
1 1 1 1 1 

提供体制 ― ― ― 1 1 

【参考】 

ニーズ調査による自由意見 

 ・土日開館してほしい。 

 ・飲食可能な子育て支援施設があると良い。 

 ・水戸市の「わんぱーく・みと」，「はみんぐぱーく・みと」や東海村の「絆」のような一日

遊べる室内施設がほしい。 

  

わんぱーく・みと及びはみんぐぱーく・みとのひたちなか市民の利用実績・割合 

年 度 
わんぱーく・みと はみんぐぱーく・みと 

総数 市民数 比率(%) 総数 市民数 比率(%) 

H25年度 43,219 3,608 8.35 45,984 3,597 7.82 

H26年度（4月～8月） 20,671 1,972 9.54 23,119 1,715 7.42 
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事 業 名 ⑩一時預かり事業 実施状況 ○ 

事業概要 
家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳幼児について，保

育所その他の場所において一時的に預かり，必要な保護を行う事業 

対象年齢 0歳～5歳 

実施状況 

平成 25年度 

実施施設 

○保育園 9か所 

公立 1か所（つだ保育所） 

私立 8か所（はなのわ保育園，たんぽぽ保育園，なかや保育園， 

平磯保育園，勝田あすなろ保育園，海の子保育園，   

清心保育園，たかば保育園） 

※市の補助事業（特別保育事業補助）対象のみ 

○幼稚園 6か所（勝田第一幼稚園，勝田第二幼稚園，栄光幼稚園， 

明成幼稚園，明成田彦幼稚園，はなのわ幼稚園 

利用者数 

○保育園 利用者数  2,640人 

○幼稚園 利用者数  46,213人 

勝田第一幼稚園 13,244人   勝田第二幼稚園 10,219人 

栄光幼稚園      6,867人      明成幼稚園      4,929人 

明成田彦幼稚園  7,932人      はなのわ幼稚園  3,022人 

 

提供区域 ひたちなか市全域 

量の見込み 

【国の手引きにより算出】 

１ １号認定による利用 

（１）対象家庭類型：Ｃ’，Ｄ，Ｅ’，Ｆ 

（２）利用意向を算出  

   「利用意向」＝不定期事業利用意向の平均日数（年間） 

（３）量の見込み算出 

  ① 家庭類型別児童数の算出 

    「推計児童数（人）」×「潜在家庭類型（割合）」＝「家庭類別児

童数（人）」 

  ② 量の見込み算出 

    「家庭類別児童数（人）」×「利用意向」＝「量の見込み（人日）」   

２ ２号認定による利用 

 （１）対象家庭類型：Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｅ 
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 （２）利用意向を算出 

２号認定のうち学校教育の利用希望が強いと想定される者 

（３）量の見込み算出 

  ① 家庭類型別児童数の算出 

    「推計児童数（人）」×「潜在家庭類型（割合）」＝「潜在家庭類

別児童数」 

  ② 量の見込み算出 

    「家庭類別児童数（人）」×「利用意向」＝「量の見込み（人日）」 

３ その他の利用 

（１）対象家庭類型：全ての家庭類型 

（２）利用意向を算出 

不定期事業利用意向の平均日数（年間） 

 （３）量の見込み算出 

   ① 家庭類型別児童数の算出 

     「推計児童数（人）」×「潜在家庭類型（割合）」＝「潜在家庭類

別児童数」 

   ② 量の見込み算出 

     「潜在家庭類別児童数」×「利用意向」－１号認定における利用

日数－不定期事業における「ベビーシッター」及び「その他」の

利用日数＝「量の見込み」 

  

 

（単位：延べ利用人数/年） 

提供区域  H25年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 H31年度 

市全域 
量の見込み 48,853 

（実績） 

53,477 52,374 50,278 48,769 46,359 

提供体制 53,477 53,477 53,477 53,770 53,770 

 

【参考】 

ニーズ調査による自由意見 

 ・子どもを気軽に預けられる環境があると良い。 

 ・子どもを預かってもらえるサポートがもっとほしい。 

 ・年齢に関係なく，きょうだいを預かってもらえるところがあると良い。 

 ・幼稚園の預かり保育を無料にしてほしい。 

 ・緊急時の預かり保育ができると良い。 

・幼稚園の保育時間をもう少し延ばしてほしい。 

 ・公立幼稚園での延長保育を希望 

・近所の人と協力して子育てできると良い。 

・ファミリー・サポート・センターを利用しているが，数日前に予約が必要なので，緊急の

場合の対応ができない。  
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事 業 名 ⑪-1病児・病後児保育事業（保育所型） 実施状況 ○ 

事業概要 

地域の児童が発熱等の急な病気となった場合，病院・保育所等に付設された

専用スペース等において看護師等が一時的に保育する事業，及び保育中に体

調不良となった児童を保育所の医務室等において看護師等が緊急的な対応等

を行う事業 

対象年齢 0歳～5歳 

実施状況 

平成 25年度 

実施施設 

○病児対応型     1か所（遊座医院） 

○病後児対応型    2か所（たかば保育園，清心保育園） 

○体調不良児対応型  10 か所（勝田保育園，はなのわ保育園，たんぽぽ

保育園，たかば保育園，勝田あすなろ保育園，清心保育園，

堀川保育園，平磯保育園，柳沢保育園，海の子保育園） 

利用者数 

○病児対応型    利用者数   605人 

○病後児対応型   利用者数   404人 

○体調不良児対応型 利用者数   4,014人 

提供区域 ひたちなか市全域 

量の見込み 

【国の手引きにより算出】 

１ 対象家庭類型：Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｅ 

２ 利用意向（利用頻度×利用意向日数）を算出 

 （１）病児・病後児の発生頻度：当該対象事業等を利用した又は利用した

いと回答した者の割合 

 （２）利用意向日数：（１）の対象者の利用日数及び利用希望日数 

３ 量の見込みの算出 

 （１）家族類型別児童数の算出 

    「推計児童数」×「潜在家族類型（割合）」＝「家族類型別児童数」 

 （２）量の見込み算出 

    「家族類型別児童数」×「利用意向率（割合）」×「利用意向日数・

回数（日・回）」＝「量の見込み（人日・人回）」 

（単位：延べ利用人数/年） 

提供区域  H25年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 H31年度 

市全域 
量の見込み 5,023 

（実績） 

3,303 3,215 3,106 3,014 2,911 

提供体制 5,023 5,023 5,023 5,023 5,023 

 

【参考】 

ニーズ調査による自由意見 

  ・病中病後の子どもを預かってくれる施設をもっと増やしてほしい。 
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事 業 名 ⑪-2病児・病後児保育事業（病院型） 実施状況 ○ 

事業概要 
地域の児童が発熱等の急な病気となった場合，病院に付設された専用スペー

ス等において看護師等が一時的に保育する事業 

対象年齢 0歳～5歳 

実施状況 

平成 25年度 

実施施設 

○病児対応型     1か所（遊座医院） 

 

利用者数 

○病児対応型    利用者数   605人 

 

提供区域 ※要検討 

量の見込み 

【国の手引きを用いないで算出】 

現在，市内で病児対応を行っている病院は 1 か所のみであり，子育て世帯の

需要に対応しきれていない状況である。景気が低迷する中，保護者は子ども

の病気を理由に仕事を休めないことも多く，特に近隣に身内がいない保護者

にとっては深刻な問題となっている。現在，病気となった乳幼児を預かる保

育所はなく，在園児への感染拡大等の懸念もあることから，今後も保育所で

の病児保育の実施は望めない状況にある。このことから，病気になった子ど

もを保育する専門施設（病院型）の新設が求められている。 

 

（単位：実施箇所数/年） 

提供区域  H25年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 H31年度 

要検討 
量の見込み 1 

（実績） 

1 1 1 1 1 

提供体制 1 1 1 1 1 

 

【参考】 

ニーズ調査による自由意見 

 ・子どもが熱を出した際，預かってくれる病院が増えてほしい。 
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事 業 名 
⑫子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポー

ト・センター事業） 
実施状況 ○ 

事業概要 

児童の一時的な預かり又は外出支援について，援助を受けることを希望する

者と援助を行うことを希望する者の連絡・調整，講習の実施その他必要な支

援を行う事業 

対象年齢 0歳～小学校就学児童 

実施状況 

平成 25年度 

実施施設 

社会福祉協議会へ委託 

窓口 2か所（総合福祉センター内，しあわせプラザ内） 

会員数 

登録利用会員数   658人（育児援助） 

登録協力会員数   40人（育児援助） 

利用時間数     1,223時間（育児援助） 

提供区域 ひたちなか市全域 

量の見込み 

【国の手引きにより算出】 

１ 対象家庭類型：全ての家庭類型 

２ 利用意向（利用意向率×利用意向日数）を算出 

 （１）利用意向率：当該事業を利用したいと回答した者の割合 

 （２）利用意向日数：（１）の対象者の年間平均利用日数 

３ 量の見込みの算出 

 （１）家族類型別児童数の算出 

    「推計児童数」×「潜在家族類型（割合）」＝「家族類型別児童数」 

 （２）量の見込み算出 

    「家族類型別児童数」×「利用意向率」＝「量の見込み」 

ニーズ調査結果におけるサンプル数が極めて少なく，妥当性のある数値が求

められないため，利用実績から算出 

平成 23 年度から平成 25 年度の上昇率により，量の見込みを算出 

 平成 23 年度：648     平成 24 年度：751（対前年比伸び率 1.16） 

平成 25 年：491（対前年比伸び率 0.65） 

平成 26 年度：630（平成 23 年度～平成 25 年度の平均延べ利用数） 

 平均伸び率 0.9 ≒ 同程度の利用実績があると見込む 

（単位：延べ利用数/年） 

提供区域  H25年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 H31年度 

市全域 
量の見込み 491 

（実績） 

630 630 630 630 630 

提供体制 2箇所 2箇所 2箇所 2箇所 2箇所 
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事 業 名 ⑬妊婦健診 実施状況 ○ 

事業概要 
母体の健康保持及び疾病の発見等を目的に，妊婦に対して健康診査を行う事

業 

対象年齢 全ての妊婦 

実施状況 

平成 25年度 

2,146人（平成 21年度から 14回助成） 

県医師会及び県助産師会との契約により現物給付を行っている。 

提供区域 ひたちなか市全域 

量の見込み 
【国の手引きを用いないで算出（ニーズ調査対象外）】 

妊娠届出数，健診件数等により量を見込む 

 

（単位：実受診人数/年） 

提供区域  H25年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 H31年度 

市全域 
量の見込み 2,146 

（実績） 

1,898 1,831 1,765 1,715 1,678 

提供体制 県医師会及び県助産師会との契約により体制を確保 
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家庭類型の種類 

タイプ 父母の有無と就労状況 

タイプＡ ひとり親家庭 

タイプＢ フルタイム×フルタイム 

タイプＣ フルタイム×パートタイム 

（就労時間：月 120時間以上＋下限時間～120時間の一部） 

タイプＣ’ フルタイム×パートタイム 

（就労時間：月下限時間未満＋下限時間～120時間の一部） 

タイプＤ 専業主婦（夫） 

タイプＥ パートタイム×パートタイム 

（就労時間：双方が月 120時間以上＋月下限時間～120時間の一部） 

タイプＥ’ パートタイム×パートタイム 

（就労時間：いずれかが月下限時間未満＋下限時間～120時間の一部） 

タイプＦ 無業×無業 

 

 

※実施状況欄について，現時点で当該事業を行っている場合は○，行っていない場合は×， 

新たに新設された事業は新規としています。 

※①利用者支援事業，⑥子育て短期支援事業，⑦乳児家庭全戸訪問事業，⑧-1 養育支援訪問

事業，⑧-2 要支援児童・要保護児童等の支援に資する事業，⑬妊婦検診については，ニー

ズ調査によらず集計 

 

 


